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21世紀環境立国戦略特別部会への追加意見 

 

鈴木 基之 部会長殿 

 ５月13日の特別部会は先約の仕事があり欠席させていただきますので、前

回提出の追加意見として下記の件を提案させていただきます。よろしくお取

り計らい下さい。                        

須藤 隆一 

   

１．途上国とのコベネフィット型国際協力について 

 わが国が、2050年温室効果ガス半減を世界に提案していることは大きな

意義がある。そのために、わが国自身が低炭素革命を起こしていくととも

に、途上国、特に温室効果ガスの排出量の伸びの新興国に対して、排出抑

制・削減のやる気を起こさせ、技術的に支援をしていくことが必要である。

一方、公害対策は、的確に設計することにより温暖化対策にもつなげてい

くことができる。そのため、大気汚染等の公害克服と温暖化対策の両方の

役に立つコベネフィット型の国際協力を更に拡充すべきである。 

例えば、光化学オキシダント注意報が発令される地域の広域化や大気中

濃度の上昇が見られ、アジア大陸からの大気汚染物質の越境移流も要因の

一つと考えられていると聞いている。我が国の環境保全という観点からも、

モニタリングの技術移転や研修の実施といった施策をさらに強化していく

必要がある。これにより温暖化防止というグローバルな課題についても取

り組むことが可能となるはずである。 

   

２．温暖化防止のための国際合意形成に向けたリーダーシップ発揮 

温暖化影響の危機を共有し、早くから各国の経済政策などに環境配慮を

埋め込むことが必要であり、G8洞爺湖サミットや東アジアサミット環境大

臣会合などの機会を利用して、ハイレベルで国際合意の形成に向けてリー

ダーシップを発揮してほしい。 

 

３．見える化、カーボンプライシングの促進 

 わが国は、太陽光発電などの低炭素なエネルギー供給の優れた技術があ

る。重要なのは、優れた技術を眠らせず、商品化、サービス化して、誰も

が使っているという需要面の拡充を大幅に加速することではないだろうか。

そのためには、炭素に価格を付けるという発想の転換を行い、国内排出量



取引、環境税などの市場メカニズムを活用することが効果的であると考え

る。 

海外の動向も見つつ、検討を早急に行い、特に国内排出量取引について

は、早期に実現を図るべきである。   


